
3-１ 注意が必要な事項について
【居宅介護支援事業所 向け】
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（６）千葉県主任介護支援専門員研修を受講するために必要な研修について②

（７）各研修の実施時期について（令和６年度）

（８）特定事業所集中減算について

（９）特定事業所集中減算表作成上の注意事項について



（１） 運営基準減算について

該当サービス種類 居宅介護支援

内 容
以下の①から⑥に定める規定に適合していないと、運営基準減算として所定単位数の５０％の減算、２か月以上継続
している場合は所定単位数を算定することができません
① 契約時の説明（複数事業所の紹介、選定理由の説明）
② 居宅サービス計画の新規作成・変更時、居宅を訪問し、面接
③ 居宅サービス計画の新規作成・変更時、サービス担当者会議を開催
④ 居宅介護サービス計画の原案の内容を説明し同意を得た上で交付
⑤ 更新認定時等のサービス担当者会議開催
⑥ １月１回居宅訪問･面接及びモニタリング記録

・運営指導は原則新規指定時と、更新期間中（6年間）に1回行います
・運営指導時に、運営基準減算の項目の確認を行います
・減算項目に当てはまる事象が確認された場合は、その事象が発生した時から、さかのぼっての減算適用になります

のでご注意ください
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（２） 居宅介護支援事業所の管理者要件について

該当サービス種類 居宅介護支援

内 容
・ 指定居宅介護支援事業所の管理者については、令和３年度より主任介護支援専門員であることが必要ですが、
令和９年３月３１日までの間は経過措置期間となっています。

※ 経過措置適用要件
① 令和３年３月３１日時点で主任介護支援専門員でないものが管理者であり、当該管理者が引き続き

管理者である場合 ※一度でも管理者の変更が生じた場合は適用外

② 特定地域居宅介護支援加算又は中山間地域等における小規模事業所加算を取得できる場合

③ 本人の死亡、長期療養などの健康上の理由等の不測の事態により、主任介護支援専門員を管理者と
できなくなってしまった場合
⇒③については、別途届出を行った場合に、要件の適用を原則１年間猶予することが可能

令和９年４月１日以降は、管理者は主任介護支援専門員である必要があります。
管理者要件を満たしているか、研修受講要件を満たしているか確認してください
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（３） 主任介護支援専門員の資格取得について（研修）

該当サービス種類 居宅介護支援

内 容
令和６年度実施状況 ※令和６年度から新カリキュラムで実施
① 研修名 令和６(２０２４)年度千葉県主任介護支援専門員研修
② 実施機関 特定非営利活動法人千葉県介護支援専門員協議会
③ 対象者 原則、介護支援専門員証の登録地が千葉県の者で、現に千葉県内において常勤の介護支援専門員

として従事している者
④ 研修日程 １２日間
⑤ 申込期間 令和６年８月１６日から９月６日まで
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（4） 千葉県主任介護支援専門員研修の申込要件について

該当サービス種類 居宅介護支援

次の必須要件のすべてに該当し、かつ、個別要件のいずれかに該当すること

必
須
要
件

① 千葉県内の介護保険事業所等で介護支援専門員として従事

② 専門研修課程Ⅰと専門研修課程Ⅱ又は実務者対象の更新研修を修了している

③ 介護支援専門員証の登録地が千葉県であり、業務に対する意欲と相応する経験、実績を有する

④ 現在所属する事業所での在籍が６か月以上
（法人内での異動は同一事業所として差し支えない。申し込み時点での在籍期間）

⑤ 研修全日程を受講可能

⑥ 主催者が提出を求める課題及び事例等を提出可能

⑦ 研修修了までの間、介護支援専門員の有効期間が有効

個
別
要
件

①ケアマネ常勤・専従の実務経験（管理者兼務は可）が通算５年以上

②ケアマネジメントリーダー研修受講者で、ケアマネ専任の実務経験が通算３年以上

③主任ケアマネに準ずる者として地域包括支援センターに現に配置されている

④その他十分な知識と経験を有する者で千葉県が認める
（詳細は千葉県健康福祉部高齢者福祉課介護保険制度班へ確認）
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（５） 千葉県主任介護支援専門員研修を受講するために必要な研修について①
該当サービス種類 居宅介護支援

内 容
・ 主任介護支援専門員研修の受講にあたっては、以下のア～ウのいずれかを修了する必要があります

専門研修課程Ⅰの受講対象者要件 ※次の要件をすべて満たすことが必要です

①初回更新であること
②現在の介護支援専門証の有効期間内に実務経験があること
③研修修了まで介護支援専門証の有効期間満了日が過ぎないこと
④介護支援専門証の登録地が千葉県であること
⑤事例を提出できること
⑥現在、介護支援専門員として従事していること
⑦介護支援専門員としての実務経験が申込時点で６か月以上あること

⇒定員超過の場合は有効期間満了日を考慮し事務局にて指定されます
申込をしても必ず受講ができるわけではありません

ア 専門研修課程Ⅰ＋専門研修課程Ⅱ

イ 専門研修課程Ⅰ＋（実務者経験者対象）更新研修後期

ウ （実務者経験者対象）更新研修前期＋（実務者経験者対象）更新研修後期
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（６） 千葉県主任介護支援専門員研修を受講するために必要な研修について②

該当サービス種類 居宅介護支援

専門研修課程Ⅱの受講対象者要件
※共通要件をすべて満たし、かつ該当の個別要件をすべて満たすことが必要です

・ 共通要件
①介護支援専門員証の有効期間が令和７年１２月３１日までであること
②現在の介護支援専門証の有効期間内に実務経験があること
③介護支援専門証の登録地が千葉県であること
④事例を提出できること

・ 個別要件 ※経験年数や更新回数によって申込区分が異なります
（初回）

⑤初回の更新で、専門研修課程Ⅰを修了
⑥現在、介護支援専門員として実務についており、実務経験が３年以上

（２回目以降）
⑤前回の更新時に専門研修課程Ⅰ・Ⅱ又は実務経験者対象の更新研修（※）を修了

※３回目以降の方は主任介護支援専門員更新研修
⑥介護支援専門員証更新後も介護支援専門員として実務についている
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（７） 各研修の実施時期について（令和６年度）

該当サービス種類 居宅介護支援

内 容

専門研修課程Ⅰ
（更新研修前期）

専門研修課程Ⅱ
（更新研修後期）

主任介護支援
専門員研修

主任介護支援専門員研修の申込時点で、専門研修修了証が手元にある必要があります
このため、複数年での計画的な準備・申込・受講が必要です

募集時期 令和６年５月２１日～６月１０日

実施時期 令和６年７月１２日～８月２８日（オンラインコース）
令和６年８月８日～９月１９日（参集コース）

募集時期 令和６年８月１６日～９月６日

実施時期 令和６年１１月２１日～令和７年２月１７日

募集時期 令和６年７月５日～７月２５日

実施時期 令和６年９月５日～１１月２日（オンライン①コース）
令和６年１０月４日～１２月４日（オンライン②コース）
令和６年１１月７日～令和７年１月９日（参集コース）
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（８） 特定事業所集中減算について

該当サービス種類 居宅介護支援

内 容
・ 毎年２回、「特定事業所集中減算算定表」を作成すること

市への提出について
・ 算定の結果、いずれかのサービスについて紹介率最高法人の割合が80%を超えた場合は、作成した

「特定事業所集中減算算定表」等の提出が必要です
※「正当な理由」がある場合は、「正当な理由」の番号を記載の上提出してください

※期限が閉庁日(土曜日・日曜日・祝日)のときは、直近の開庁日が期限となります

市での確認について
・ 市では、約２～３か月後に請求状況を確認しています
・ 適切に減算が実施されていない疑いがある場合には、必要書類の提出や過誤調整をお願いすることがあります

判定期間 市提出締切（必着） 減算適用期間

前期分 ３月１日から８月末日 ９月１５日 １０月１日から３月３１日

後期分 ９月１日から２月末日 ３月１５日 ４月１日から９月３０日
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（９） 特定事業所集中減算表作成上の注意事項について

該当サービス種類 居宅介護支援

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

○ ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月

40 40 38 40 40 39 237

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 計

30 30 29 32 31 30 182

25 25 23 25 24 25 147

80.8 ％

後期

前期

①当該サービスを位置付けた計画数

サービスの名称　：訪問介護

令和６年９月～令和７年２月

②当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数

判定期間における居宅サービス計画の総数

該当に○
をする

判定期間 計

③割合（②÷①×１００）　※小数点第１位まで表示

正当な理由の番号等：

住所

名称

紹介率最高法人の

③の割合が８０％を超えている場合であって正当な理由がある場合には、別紙判断基準を参照のうえ該当の番号を記載
し、必要に応じて添付書類を提出してください。

代表者名

事業所名

各月の利用者の人数（給付管理件数）を記載してください
※予防サービスの利用者（要支援）分は含みません

複数の訪問介護事業所からサービス提供を受ける場合でも、訪問
介護を位置づけた計画数は「１」となります

正当な理由がある場合は必ず記載してください
※番号については市ホームページをご確認ください
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3-２ 注意が必要な事項について
【地域密着型サービス 向け】
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（１） 協力医療機関との連携体制の構築について【経過措置】

（２） 介護職員処遇改善加算について



（１） 協力医療機関との連携体制の構築について【経過措置】

該当サービス種類 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

（介護予防）認知症対応型共同生活介護

内 容
協力医療機関について、以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定めることを義務付ける
【経過措置３年間（令和９年４月より義務化）】

※複数の医療機関を定めることにより要件を満たすこととしても差し支えない

① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること

② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること

③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が
診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること
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（２） 介護職員処遇改善加算について
該当サービス種類 地域密着型サービス・総合事業

内 容
「処遇改善加算」の制度が一本化（介護職員等処遇改善加算）され、加算率が引き上がります
介護職員の人材確保を更に推し進め、介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベー
スアップへとつながるよう、令和６年６月以降、処遇改善に係る加算の一本化と、加算率の引上げを行います。
新加算の算定要件は、①キャリアパス要件、②月額賃金改善要件、③職場環境等要件の３つです。
令和７年度以降の新加算の完全施行までに、計画的な準備をお願いします。（６年度末まで経過措置期間）

令和7年度から経過措置廃止により満たす必要がある体制は以下のとおりになります。
① 加算区分V（１）～（14）の廃止に伴う、新加算I～IVへの移行
② 新加算IVの加算額の1/2以上を基本給等で配分する（月額賃金改善要件I）
③ 令和7年度以降の職場環境等要件の取り組み
④ 「令和6年度内の対応の誓約」により、令和６年度当初から満たしたこととした要件

59



3-３ 注意が必要な事項について【全事業所共通】
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（１） 電子申請届出システムについて

（２） 【参考資料】届出の提出期限一覧表

（３） 【参考資料】市への問合せについて



（１） 電子申請届出システムについて
該当サービス種類 全サービス

内 容
・ 君津市では、厚生労働省の「電子申請届出システム」を利用し、介護事業所の指定申請等の届出について、

ウェブ入力・電子申請が可能となりました
・ 申請書や付表情報はシステム上で直接、入力ができ、その他の提出書類は添付して提出できます
・「受付可能な電子申請・届出の種類」の指定等の手続きに関しては「電子申請届出システム」を活用してください

※電子申請届出システムを利用するためには事前準備が必要ですので、以下のとおり準備をお願いします
〇ＧビズＩＤアカウントの取得（登録）
・ デジタル庁が運用する「ＧビズＩＤ（「プライム」或いは「メンバー」）」のアカウント取得が必要です
・ 当該アカウントを未取得の場合は「G ビズＩＤアカウント取得はこちらから（デジタル庁）」からアカウントの取得を

お願いします。
→ https://gbiz-id.go.jp/top/

・ トップページ内「ＧビズＩＤを作成する」又は「アカウント作成」から手続き可能です。
取得方法に関する詳細は、リンク先の「手続きガイド」-「ご利用ガイド」から確認できます。

＜留意点＞
新規にＩＤを取得する場合には、時間を要しますので、前もって準備してください。
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（２） 【参考資料】届出の提出期限一覧表
該当サービス種類 全サービス

事業所からの各届出に関する提出期限については下表のとおりとなります。ご留意ください。

届出等 提出期限等

新規指定 新規で指定を受けたい場合は必ず事前にご相談ください。
指定更新申請 指定有効期限の前月の月末まで
変更届出書 変更が生じた日から１０日以内
廃止・休止届出書 廃止・休止予定日の1か月前まで
再開届出書 再開した日から10日以内
事故報告書 事故発生後遅くとも5日以内

体制届出書

下記以外のサービス
毎月１５日まで ⇒翌月算定開始

毎月１６日以降 ⇒翌々月算定開始
認知症対応型共同生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

毎月１日まで ⇒当月算定開始
毎月２日以降 ⇒翌々月算定開始

介護職員処遇改善加算

新規で加算を受ける場合 加算適用月の前々月末日まで
加算を継続して受ける場合 継続届出 毎年４月１５日まで
加算を受けている場合に必要な実績報告 実績報告 毎年７月３１日まで

特定事業所集中減算
前期 ９月１５日まで
後期 ３月１５日まで

ＡＤＬ維持等加算（I）（II） 当月加算の算定をしようとする月の前年同月

※加算の要件を満たさなくなった場合は、上記期限に関係なく、すみやかに提出をお願いします。
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集団指導受講後アンケートのお願い

【受講者出席確認アンケートフォーム】
本日の集団指導の受講確認と集団指導の内容をより良いものとするため、受講後の
アンケートにご回答ください。
本資料は後日、君津市ホームページに掲載します。
また、後ほど集団指導出席確認用アンケートのURLをメールにて送付します。

集団指導出席確認用アンケートURL
https://logoform.jp/form/Tpmw/916261

【集団指導用ご質問フォーム】
本日の集団指導の内容に関するお問合せは本フォームよりご入力ください。
※ご質問内容によって回答にお時間をいただくことがございますのでご容赦ください。
※本集団指導以外の内容についてもご質問ください。

問合せフォームURL
https://logoform.jp/form/Tpmw/160865
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（３） 【参考資料】市への問合せについて

【介護事業所向け ご意見・ご質問フォーム】
ご意見やご質問がありましたら問合せフォームをご活用ください。

問合せフォームURL：https://logoform.jp/form/Tpmw/160865

課 係 担当業務 電話番号 メールアドレス

介護
保険課

介護給付係
要介護認定・保険給付・請求に関
すること等

0439-56-1146

kaigo@city.kimitsu.lg.jp介護管理係
被保険者資格の管理・介護保険料
等

0439-56-1610

介護推進係
事業所の指定・指導・苦情相談
加算届出に関すること等

0439-56-1736

高齢者
支援課

高齢者支援係 高齢者の虐待に関すること等 0439-56-1731 kourei@city.kimitsu.lg.jp
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４ 避難行動要支援者の支援制度について
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